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法律は足枷なのか?1
一 脱法律論に流されてはいけない

地震災害のような非常事態に見舞われたとき、救

護 ・医療活動や物資輸送、インフラ復旧のための工

事など、被災者は目の前にある危機や困難を除去す

る諸活動に助け られ、それ らを心か ら頼 もしく思 う。

翻って日頃から大学で学ぶ法律学が、現に困ってい

る人を救 うことに直接 的に役立つか と考えると、大

抵の人が疑問に思 う1)。実際、災害時 にはニーズに

対す る法制度の欠如(法 の欠鉄)が 指摘 され、ある

いは逆 に行政や民間団体などによる様々な活動を阻

害す る要因として、既存の法律が名指しされること

さえある。その結果、法律学は災害の際には役に立

たない、法律が迅速かつ柔軟な救援活動の足枷にな

っている(本 特集 ・村田論文21頁参照)、 更には法学

部の学問は実践的なものではないなどと批判 される

のである。それ らの主張の帰結は、災害時に真 に必

要 となるのは、ルールや先例 にとらわれない率先的

な行動であ り、目前の事象に即応できるアイデアで

ある、 とい うことになる。筆者 もそれ らの有用性に

疑問の余地 はない と考えている2)。しか しここで法

律 を学ぶ者 として自覚すべ きは、このような事態に

おいてこそ脱法律論的な思考 に流 されないこと、つ

ま り逃げないことである。

など、行政による緊急的な役務の提供が必要な段階、

②避難者への食料 など物資の提供が必要な段階、③

被災者の生活再建 などのための経済的支援が必要な

段階の3つ がある3,。行政に対する被災者のニーズ

は、役務→物資→資金へ と変化 してゆく。この うち

①では、法律が行政活動 を直接的に阻害することは

考えにくい。切迫 した状況下で私人や行政がいかに

行動すべ きかは難題であるが、それは直接的には法

律の話ではない。問題は②の段階、避難所運営や個 々

の被災者の状況把握 と対応などへと進むにつれて、

法律と現実のニーズ との聞に;.':が 生 じてゆ く。

法制度と現実のニーズ との間の囲臨3
一 災害態様の多様性と法の不完全性

2災 害対応の3つ のフェーズと法

既 に多 く論 じられていることであるが、災害対応

の内容は、発災直後から復興期に至るまでの段階(フ

ェーズ)に より大き く異なる。行政活動の観点か ら

大別するならば、①発災直後の救命活動や避難誘導

ではその原因は何であろうか。ひとつには、災害

にかかる法律が時代 に適合 していないことが挙げら

れる。代表的な法律である、災害救助法は1947年 に、

災害対策基本法は1961年 に制定されてお り、いずれ

も50年以上の時を経ている。現在 とは異なる社会状

況のもとで作 られたものであることは確かである。

しかしいずれの法律 も累次の改正を重ねてお り、法

律がいつ まで も時代遅れのままでいるわけではな

い。東 日本大震災な どの教訓 も一定程度は反映 され、

災害法制はそれなりに不断の進化を遂げているはず

である。

それにもかかわらず、2016年 に発生 した熊本地震

で も法制度が現実に適合 していないとい う指摘が数

多 く聞かれる。その理由を改めて考えると、法律が

古いことではな く、災害の態様があま りに多様であ

ることに行き着 く。 自然災害でも、地震と火山と台

風が異なるのはもとより、同 じ地震でも規模により、






